
 

  

 

夏休みも終わり秋の気配が感じられる頃になると、各企業の人事・総務部では「年末調整」の準備

が始まります。平成 31 年は令和元年に変わる年でもあり、扶養控除申告書や源泉徴収票などの税務

書類は元号を書き換えて対応されていることと思います。年末調整の各種様式については、令和 2

年から大幅な改訂が発表されています。本年の年末調整時に翌年の扶養控除申告書を回収する企業は、

令和 2年からの新様式を確認しておく必要がある点、ご注意ください（確定版は、本年 9月末頃に国

税庁のホームページで公開されます）。 

 

 

2020 年 4 月から一定の大企業では、社会保険手続きの電子申請が義務づけられます。行政のあら

ゆるサービスを最初から最後までデジタルで完結させようと「未来投資戦略」、デジタル技術を徹底

的に活用した行政サービス改革の断行に向けて「IT 戦略」が閣議決定されたことにより、国民・企

業の時間・労力の無駄を削減するための動きが加速しています。それに伴い、2019 年 5 月に成立し

た「デジタル手続法」では関連する複数の法律が一括して改正されました。 

 

【改正された法律】 ・行政手続きオンライン化法→デジタル行政推進法に変更 

・住民基本台帳法 ・公的個人認証法 ・マイナンバー法 

【目的】 行政手続きを原則オンライン化する ※地方公共団体等は努力義務 

【オンライン化のために必要な事項】 

 ・本人確認や手数料納付を電子署名や電子納付で実施する 

 ・行政機関間の情報連携により、添付書類を不要とする ※登記簿謄本は 2020 年度連携開始予定 

 ・マイナンバーカードの利用者および利用方法の拡大 ※通知カードは廃止予定 

  →2021 年 3 月から、マイナンバーカードの健康保険証としての活用開始予定 

 ・国外転出者へマイナンバーカード発行 ※海外に滞在する日本国民は 50 年前の 4倍(約 135 万人) 

 

 

  

【令和１年 8 月 31 日号】 

内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室 資料 

2020 年 4 月 

ID/パスワード方式 

により導入予定！ 



 

大企業では 2020 年 4 月、中小企業では 2021 年 4 月より施行される「同一労働同一賃金」のうち、

最も複雑な内容となっている派遣労働者については、大企業と同じ 2020 年 4 月施行です。「派遣先

労働者との均等・均衡方式」と「労使協定方式」のどちらを選択するか頭を悩ませている派遣元事

業主は多いかと思います。公表されたＱ＆Ａのいくつかをご紹介いたします。 

 

Ｑ：数か所の事業所を労使協定の一つの締結単位とすることは可能か？ 

Ａ：差し支えない。この場合、比較対象となる地域指数については、協定対象派遣労働者の「派遣

先の事業所その他派遣就業の場所の所在地」を含む都道府県の指数を選択すること 

  ※派遣先事業所が東京都にあるが、実際に就業する場所が埼玉県である場合、「派遣先の事業

所その他派遣就業の場所の所在地」は東京都となる 

Ｑ：能力・経験調整指数について、勤続 5年目の協定対象派遣労働者は「5年」の指数を使用しな

ければならないのか？ 

Ａ：能力・経験調整指数の年数は派遣労働者の勤続年数を示すものではないため、必ず「5年」に

しなければならないものではない。 

 

 

本年 3月、国会審議及び新聞報道等で一部派遣元事業者の対応について指摘があった点に関し、 

以下の通達が出されました。 

 

有期雇用派遣労働者が無期雇用派遣労働者に転換する場合等に、通勤手当を支給する一方で、 

基本給を下げ、派遣労働者の賃金の総額を実質的に引き下げることは、改正労働者派遣法の目的

に照らして問題であること。 

 

 

厚生労働省より、平成 30 年度に時間外労働などに対する割増賃金を支払っていない企業に対し

て、労働基準法違反で是正指導した結果が公表されました。多くの事例で、タイムカードの打刻時

刻やパソコンのログ記録、自己申告の記録、警備システムの記録と実働時間とのかい離から賃金不

払残業が疑われ、指導対象となっていました。 

 

 【是正結果のポイント】 

  (1)是正企業数 1,768 企業（前年度比：102 企業減） 

  →うち、1,000 万円以上の割増賃金を支払ったのは 228 企業（前年度比：34 企業減） 

(2)対象労働者数 11 万 8,832 人（前年度比：89,398 人減） 

(3)支払われた割増賃金合計額 125 億 6,381 万円（前年度比：320 億 7,814 万円減） 

(4)支払われた割増賃金の平均額は、1企業当たり 711 万円、労働者 1人当たり 11 万円 
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